
 

 

                    

 

保連発 1226 第１号 

保医発 1226 第８号 

令和５年 12月 26日 

 

地方厚生（支）局長 殿 

 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省保険局医療課長 

  （ 公 印 省 略 ） 

 

 

オンライン資格確認を導入するための手続について（協力依頼） 

 

日頃より、医療保険制度の推進に御協力いただき、厚く御礼申し上げます。 

保険医療機関及び保険薬局（以下「保険医療機関等」という。）については、令和５

年４月から、保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和 32年厚生省令第 15号）等

に基づき、オンライン資格確認を導入することが原則義務付けられたところです。一

方で、保険医療機関等において、オンライン資格確認を利用して保険資格等のデータ

を安全に送受信するためには、医療機関等コードに紐付いた電子証明書が必要となり

ます。 

このため、新設の保険医療機関等が診療開始月の月初からオンライン資格確認を導

入できるよう、今後の保険医療機関等の指定申請に係る手続について、地方厚生（支）

局における取扱い等を下記のとおりとしていただきたく、ご協力よろしくお願いしま

す。なお、詳細については、別途事務連絡にてお示しします。 

 

 

記 

 

１ 保険医療機関等として指定される前の医療機関及び薬局（以下「医療機関等」と

いう。）は医療機関等コードを有していないことから、次のとおり、代替として受付

番号の交付等を行うこと。（令和６年２月より対応） 

 （１）保険医療機関等の指定を受けようとする医療機関等に対しては、指定の申請

に先立ち、提出期限（指定の２か月前を目安に地方厚生（支）局が設定し、ホ

ームページ等で案内する期限）までに依頼があった場合に、受付番号を交付す

ること。 

 （２）地方社会保険医療協議会において、保険医療機関等としての指定の答申が行

われた医療機関等については、地方社会保険医療協議会による答申が行われた
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後速やかに、当該保険医療機関等に係る医療機関等コードを、医療保険情報提

供等実施機関（※）に対して情報提供すること。 

 

  （※）社会保険診療報酬支払基金及び都道府県国民健康保険団体連合会から委託

を受けた公益社団法人国民健康保険中央会が設置。医療保険者等から委託を

受けて、オンライン資格確認等システムに関する業務等を共同して実施。 

 

２ 医療機関等における計画的な導入を促すため、オンライン資格確認の経過措置に

該当する場合を除き、保険医療機関等の指定申請書の添付書類として、「オンライ

ン資格確認の導入計画書」の提出を求めること。（令和６年３月より対応） 

 

３ 新設の保険医療機関等がオンライン資格確認を導入するために必要となる準備・

手続等について、地方厚生（支）局のホームページ等において周知すること。（速や

かに対応） 



 

 

                   

 

事 務 連 絡 

令和３年１月 20日 

令和５年 12 月 26 日一部改正 

 

地方厚生（支）局医療課長 殿 

 

 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課  

厚 生 労 働 省 保 険 局 医 療 課 

 

 

オンライン資格確認を導入するための手続について（協力依頼） 

 

保険医療機関及び保険薬局（以下「保険医療機関等」という。）については、令和５

年４月から、保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和 32年厚生省令第 15号）等

に基づき、オンライン資格確認を導入することが原則義務付けられたところである。

保険医療機関等において、オンライン資格確認を利用して保険資格等のデータを安全

に送受信するためには、医療機関等コードに紐付いた電子証明書が必要となる。 

このため、新設の保険医療機関等が診療開始月の月初からオンライン資格確認を導

入できるよう、令和５年 12月 26日付けで、本事務連絡の一部を改正し、改正後の地

方厚生（支）局における取扱い等を下記のとおりとされたく、ご協力いただきたい。

その際、第１については令和６年２月から、第２については令和６年３月から、第３

については速やかにご対応いただきたい。 

なお、本事務連絡については、地方厚生局管理室に協議済みであることを申し添え

る。 

 

 

記 

 

第１ 受付番号について 

１ 受付番号の情報提供について 

オンライン資格確認を実施する際に保険医療機関等が利用する電子証明書は、 

 ・ 診療報酬明細書等に係る電子情報処理組織の使用による費用の請求（オンライ

ン請求）での利用 

 ・ 医療保険情報提供等実施機関（※１。以下「実施機関」という。）における確実

な運用・管理 

に用いるため、医療機関等コードと紐付けられることとされている。 
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（※１）社会保険診療報酬支払基金及び都道府県国民健康保険団体連合会から委託

を受けた公益社団法人国民健康保険中央会が設置。医療保険者等から委託を受け

て、オンライン資格確認等システムに関する業務等を共同して実施。 

 

このため、保険医療機関等がオンライン資格確認を利用するためには、医療機関

等コードが必要となることから、利用の準備に当たり、事前にオンライン資格確認

システムの医療機関等マスタに医療機関等コードを入力する必要がある。 

ただし、新設の医療機関及び薬局（以下「医療機関等」という。）については、保

険医療機関として指定される以前には医療機関等コードを有していないことから、

医療機関等コードの代替として活用できるよう、以下のとおり「受付番号」を情報

提供すること（※２）。 

 

（１）「受付番号情報提供依頼書兼回答書」について 

保険医療機関等の指定を受けようとする医療機関等には、指定の申請に先立ち、

「受付番号情報提供依頼書兼回答書」（別紙１）の提出を促すこと。また、その

際、保険医療機関等においてオンライン資格確認の導入は原則として義務であり、

受付番号の交付から導入までに要する期間も踏まえた指定希望日の設定を検討

するよう促すこと。 

なお、保険医療機関等の指定を受ける時点からオンライン資格確認の経過措置

に該当するやむを得ない事情がある医療機関等は、指定の申請の際に併せて経過

措置の届出を行えば「受付番号情報提供依頼書兼回答書」の提出が不要となる（※

３）が、「オンライン資格確認医療機関等向けポータルサイト」のフォームにより

届出を受け付けている当面の間は、医療機関等は、当該経過措置に該当する場合

でも、受付番号を用いてポータルサイトのアカウントを作成する必要があること

から、地方厚生（支）局は、「受付番号情報提供依頼書兼回答書」の提出を求める

こと。 

「受付番号情報提供依頼書兼回答書」の提出期限（指定の２月前が目安）につ

いては、審査の体制状況等を鑑み、地方厚生（支）局において設定し、地方厚生

（支）局のホームページ等で案内すること。また、「受付番号情報提供依頼書兼回

答書」の提出が、医療機関等コードの交付予定時期等を踏まえ適切でないと認め

られる時期になされた場合には、その旨説明し、返戻すること。 

 

 （２）受付番号の発行及び情報提供について 

医療機関等から「受付番号情報提供依頼書兼回答書」の提出があった場合には、

「受付番号情報提供依頼書兼回答書」の該当欄に、「受付番号」として、保険医療

機関等としての指定の際に付与予定の医療機関等コードを追記すること。その上

で、原則として診療開始月の前々月の 10 日（閉庁日の場合は原則翌開庁日）ま

でに、当該医療機関等に対して、「受付番号情報提供依頼書兼回答書」の写しを発
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送すること。 

 

（※２） 

・ 医科・歯科併設の医療機関については、それぞれ「受付番号情報提供依頼書

兼回答書」の提出が必要となる。 

・ 指定期日を遡及して指定を受ける医療機関等については対象外とする。 

 （※３） 

   紙レセプトによる請求が認められている保険医療機関等は、オンライン資格確

認の原則義務化の例外であり、「受付番号情報提供依頼書兼回答書」の提出が不

要となるが、令和６年４月以降は、療養の給付及び公費負担医療に関する費用の

請求に関する命令（昭和 51年厚生省令 36号）の一部改正により、新規に紙レセ

プトによる請求が認められる保険医療機関等がなくなることに留意すること。 

 

２ 受付番号情報提供後の取扱いについて 

  地方社会保険医療協議会（以下「地医協」という。）において、保険医療機関等と

しての指定の答申が行われた医療機関等については、地医協による答申が行われた

後速やかに、当該医療機関等に係る医療機関等コードを実施機関に情報提供するこ

と。この際、地方厚生（支）局においては、保険医療機関等管理システムから出力

される「新規指定医療機関一覧表」の Excel帳票のデータを実施機関のメールアド

レス（※４）あてにメールで送付する手法により情報提供を行うものとすること。 

  なお、受付番号を情報提供した医療機関等について、保険医療機関等としての指

定を行わなかった場合、保険医療機関等管理システム上の当該医療機関情報の状態

区分を「８ ．未指定」に変更すること。 

 

（※４）実施機関（社会保険診療報酬支払基金本部）連絡先 

  担当部署名  ： 情報化企画部資格情報課 

メールアドレス： onsnew48@ssk.or.jp 

住所     ： 〒105-0004 東京都港区新橋 2 丁目 1 番 3 号（基金本部） 

電話番号   ： 03-3591-7441（基金本部代表） 

 

 

第２ オンライン資格確認の導入計画書について 

  医療機関等は、保険医療機関等としての指定を受ける時点において、原則として

オンライン資格確認を導入している必要があることから、医療機関等における計画

的な導入を促すため、地方厚生（支）局は、保険医療機関等の指定申請書の添付書

類として「オンライン資格確認の導入計画書」（別紙２）の提出を求めること。ただ

し、保険医療機関等の指定を受ける時点からオンライン資格確認の経過措置に該当

するやむを得ない事情がある医療機関等であって、指定の申請の際に併せて経過措
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置の届出を行ったものについては、この限りでないこと。 

  地方厚生（支）局は、必要な記載事項が記入されていることを確認し、不備等が

ある場合には必要な補正を求めること。 

 

 

第３ 保険医療機関等としての指定を受けようとするものに対する周知について 

  地方厚生（支）局のホームページ等において、以下に掲げる内容について周知す

るとともに、新設の保険医療機関等として診療開始月の月初からオンライン資格確

認を導入しようとする医療機関等に対しては、地方厚生（支）局から受付番号の交

付 を 受 け た 後 、 速 や か に 医 療 機 関 等 向 け 総 合 ポ ー タ ル サ イ ト

（https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm）から受付番号の提示及び利用申

請等の手続き（別紙３）を行うことが必要となる旨を案内すること。 

 

（１）新設の保険医療機関等として診療開始月の月初からオンライン資格確認を導

入しようとする医療機関等については、地方厚生（支）局において設定する提出

期限（指定の２月前が目安）までに、地方厚生（支）局（分室がある場合には、

当該分室）に対して、「受付番号情報提供依頼書兼回答書」の提出を行う必要が

あること。 

 

（２）新設の保険医療機関等が診療開始月の月初からオンライン資格確認を導入す

るためには、通常、診療開始月の前々月の 15日までに、実施機関に所要の情報

（受付番号を含む。）を提出等する必要があること。 

 

（３）その他、医療機関等は、顔認証付きカードリーダー等の調達などの導入作業を、

計画的に行う必要があること。 

 

https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm

